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2026年 2月 No.59 

排出量取引制度（GX-ETS）のキーポイント解説（第 3回・完） 
弁護士 渡邉 啓久   
弁護士 倉知 紗也菜 

はじめに 

今年 4 月 1 日、昨年の通常国会で成立した「脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進に関する法律」
（以下「GX 推進法」といいます。）の改正法に基づき、排出量取引制度（GX-ETS）が本格稼働します。 

本ニュースレターでは、3 回に分け、間もなく本格稼働する排出量取引制度のキーポイントを解説してき
ました 1。最終回となる本号では、「6. 排出枠の割当てについて」と「7. 移行計画について」を取り上げます。 

前回までのニュースレターにつきましては、No.57「排出量取引制度（GX-ETS）のキーポイント解説（第
1回）」と No.58「排出量取引制度（GX-ETS）のキーポイント解説（第 2回）」をご覧ください。なお、昨年
の GX 推進法の改正経緯などについては、No.45「排出量取引制度の法定化を含む GX 推進法改正案の概要」
で紹介していますので、そちらもご参照ください。 

6. 排出枠の割当てについて 

Question 6-1：排出枠の割当ては誰がどのようにして決定するのか？ 

各制度対象者に対して排出枠を割り当てるのは経済産業大臣ですが 2、その割当量は、制度対象者が登録確
認機関による確認を受けて届け出た排出目標量を基礎として算定されることが想定されていますので、以下
の図に示されるようなプロセスを辿ることになります。 

 
1 なお、本稿において摘示する GX推進法及び GX推進法施行令の条文は、それぞれ令和 7年 6月 4日号外法律第 52号及び令和 7年
12月 12日号外政令第 412号による改正後の 2026年 4月 1日施行のものを示すものとします。 
2 具体的な手続としては、各制度対象者の法人等保有口座に増加記録をすることになります（GX推進法 34条 3項）。 

   

経済産業大臣 制度対象者 

①実施指針の作成 ②実施指針を踏まえた国に
申請する割当量の算定 

④排出枠の割当申請 ⑤割当量を 
決定・公表 

③第三者機関
の認証取得 

 

https://www.nagashima.com/publications/publication20260213-1/
https://www.nagashima.com/publications/publication20260213-1/
https://www.nagashima.com/wp-content/uploads/2026/02/infraeande_no58.pdf
https://www.nagashima.com/publications/publication20250312-1/
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経済産業大臣は、割当てに際し、制度対象者から届出を受けた内容が実施指針に照らして適切であるかど
うかを判断することになりますが、GX 推進法は、制度対象者に対し、自らが届出を行う CO2の排出目標量が
GX 推進法施行令で定める方法により適切に設定されていることについて、届出に先立ち、登録確認機関の確
認を受け、同機関の確認結果報告書を添付することを求めています（GX 推進法 33条 2項）。 

また、実際の割当てに際して、経済産業大臣は、登録確認機関の確認を経た排出目標量を基礎としつつも、
事業分野ごとの国際競争力の維持又は向上に関する事項及び脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進に
資する研究及び技術開発に関する事項を勘案するものとされています（同法 34 条 1項、32条 2 項 5号）。さ
らに、各割当年度よりも前の年度において制度対象者が行った届出について、その基礎となる事実に変更が
あったと認められる場合、経済産業大臣は、当該割当年度における排出枠の割当量を調整する権限を有しま
す（同法 34条 2項）。 

 
Question 6-2：具体的な割当量の算定方法はどのようなものか？ 

各制度対象者に対する割当量の算定方法は非常に複雑であり、実施方針案、GX 推進法施行令及び GX 推進
法施行規則案 3などに詳細な規律が設けられていますが、大まかなコンセプトは以下の通りです。 

① エネルギー多消費分野等については、業種別ベンチマークを定め、これに基づいて企業ごとの割当量
を算定する方式（ベンチマーク方式）を採用し、ベンチマークの設定が困難な業種については、基準と
なる年度の排出量に一定の削減率を乗じるグランドファザリング方式が採用されます。 

・ ベンチマーク方式：同業種内の X%水準の排出原単位をベンチマークとして設定し、基準活動量に
ベンチマークを乗じて割当量を算定（割当量＝基準活動量×各年度の目指すべき排出原単位） 

・ グランドファザリング方式：基準排出量に一定の削減率を乗じて割当量を算定（基準排出量×（1―
目指すべき削減率×基準からの経過年数）） 

（出典：内閣官房 GX実行推進室「GX実現に資する排出量取引制度に係る論点の整理（案）」28頁） 
 

3 「脱炭素成長型経済構造への円滑な移行に資する投資を行おうとする事業者に対する脱炭素成長型投資事業者排出枠の割当ての実施
に関する指針」の案（以下「実施方針案」といいます。）、「脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進に関する法律第三十二条第二
項第四号イの主務省令で定める事業分野等に関する命令」の案（以下「事業分野等命令案」といいます。）や GX推進法施行規則案に
ついては、E-GOVの Websiteを参照。 

https://public-comment.e-gov.go.jp/pcm/detail?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=595126002&Mode=0
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・ 基準活動量や基準排出量は、制度対象となる直前 3 年度（基準期間）の平均を基準とするものの、
基準期間に事業所が新設・廃止等が生じると割当量が過少・過大となり不公平が生じることから、
基準期間における事業所の新設・廃止や災害・定期修理等の法令対応等による稼働低下がある場合
には一定の調整を行う（実施指針案 5 条 2号以下参照） 

② 但し、上述したベンチマーク方式やグランドファザリング方式を基礎としつつも、過去の削減努力や、
リーケージリスク、足下で削減効果が発現しない研究開発のための投資額に応じて割当量を調整する
ことが想定されています。 

（出典：内閣官房 GX実行推進室「GX実現に資する排出量取引制度に係る論点の整理（案）」27頁をもとに筆者作成） 
 
Question 6-3：ベンチマーク方式を採用する業種は？ 

下記表に掲げる業種における一定の事業活動について、ベンチマーク方式が採用されます 4。 
 
1. 製造業 

洋紙製造業 板紙製造業 ソーダ工業 カーボンブラック製造業 
有機化学工業製品製造業 石油精製業 ゴム製品製造業 板ガラス製造業 

ガラス瓶製造業 セメント製造業 石灰製造業 高炉製鉄業 
電炉普通鋼製造業 電炉特殊鋼製造業 アルミニウム製造業 自動車製造業 

2. 発電事業 
3. 運送業 

貨物自動車運送業 内航海運業 航空輸送事業 ― 

 
Question 6-4：上記②のカーボンリスク緩和措置に関する調整の概要は？ 

主たる事業がカーボンリーケージ業種に該当する制度対象者について、収益に対する排出枠調達コスト（排
出枠不足分×平均市場価格）の比率が一定水準を超える場合、不足分のうち一定割合については、翌年度の
割当量に追加するよう求めることができる制度が予定されています（実施方針案 6条）。 

排出量取引制度の制度設計において、カーボンリーケージリスク（制度対象国の内外を比較して、国内の
生産コストが高まった結果、国内事業者が競争上不利な立場に置かれ、場合によっては、国外に事業拠点を
移転したり、CO2の排出規制が不十分な国外産品への代替が発生することで地球全体での CO2排出量が増加

 
4 詳細については、GX推進法施行令 1条 1号、GX推進法施行規則案 5条、実施指針案 5条・別表 1参照 
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する懸念）をどう手当てするかは重要な考慮要素です。 

実施指針案では、カーボンリーケージ業種として①食料品製造業、②飲料・たばこ・飼料製造業、③繊維
工業、④木材・木製品製造業（家具・装備品製造業を除く。）、⑤家具・装備品製造業、⑥パルプ・紙・紙加工
品製造業、⑦化学工業、⑧石油製品・石炭製品製造業、⑨プラスチック製品製造業、⑩ゴム製品製造業、⑪
なめし革・同製品・毛皮製造業、⑫窯業・土石製品製造業、⑬鉄鋼業、⑭非鉄金属製造業、⑮はん用機械器具
製造業、⑯生産用機械器具製造業、⑰業務用機械器具製造業、⑱電子部品・デバイス・電子回路製造業、⑲
電気機械器具製造業、⑳情報通信機械器具製造業、㉑輸送用機械器具製造業を挙げ、これらを主たる事業と
する制度対象者については、排出枠の不足量が生じる限り、以下の追加割当てを受けることができるものと
されています（同条）。 

 
追加割当量 

1 
割当年度の前年度の排出枠の調達コスト 5÷当該前年度
の当該事業者の営業利益＞4%の場合 

（当該前年度の排出枠の不足量×0.5）―（当該前年
度の当該事業者の営業利益×0.02÷当該前年度の年
間平均取引価格） 

2 割当年度の前年度の当該事業者の営業利益＜0 の場合 当該前年度の排出枠の不足量×0.5 
 
Question 6-5：上記③の研究開発投資の状況に応じた調整の概要は？ 

イノベーションのための技術開発が阻害される事態を防ぐため、一定以上の研究開発投資を行う事業者に
対しては、事業者からの申請に基づいて排出枠の不足の範囲で追加割当てを行うことが想定されています。 

実施指針案では、①特許庁が公表するグリーン・トランスフォーメーション技術区分表に該当する技術の
研究開発又は②グリーンイノベーション基金補助金による研究開発を行う制度対象者について、排出枠の不
足量が生じる限り、当該制度対象者の研究開発費と業種毎の平均的な研究開発費の差分を排出枠の前年度の
年間平均取引価格 6で除した量（但し、不足する排出枠の量の 0.1 倍が割当量を上限）の追加割当てを許容す
ることとしています（7条）。 

7. 移行計画について 

Question 7-1：移行計画とは何か？ 

制度対象者は、毎年度、事業分野等命令で定める様式による移行計画（その事業活動に伴う二酸化炭素の
排出量の削減に関する目標その他脱炭素成長型経済構造への円滑な移行に資する投資その他の事業活動に関
する計画）を作成し、9 月末日までに、経済産業大臣及び当該制度対象者の事業活動に係る事業所管大臣に提
出することが求められます（GX 推進法 73 条 1 項、事業分野等命令 3 条）。また、移行計画書はインターネ
ット上での公表が予定されています（同条 2 項、事業分野等命令 4条）。 

 
Question 7-2：移行計画書に記載すべき事項とは？ 

移行計画書は、排出量取引制度の導入による投資効果を高める観点から、制度対象者に対し、具体的な投
資計画等についての提出を求め、これを公表するものです。排出量取引制度小委員会の中間整理 7（以下「中

 
5 前年度の排出枠の不足量（前年度の保有義務量から前年度の排出目標量を減じた量）に前年度の年間平均取引価格（前年度における
排出枠取引市場における排出枠の取引価格の平均額。但し、前年度において一度も排出枠取引市場において取引がされなかった場合に
は、前年度の参考上限取引価格の額）を乗じた額 
6 注 5参照 
7 排出量取引制度小委員会「脱炭素成長型投資事業者排出枠の割当ての実施に関する指針に関する意見」別添「産業構造審議会 排出
量取引制度小委員会 中間整理 ～排出枠の割当ての実施指針等に関する事項～」 

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/sangyo_gijutsu/emissions_trading/pdf/20251219_1.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/sangyo_gijutsu/emissions_trading/pdf/20251219_1.pdf
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間整理」といいます。）では、2026年～2030年の排出量の見込み、排出量の実績、設備投資計画・実績、研
究開発投資の状況（但し、追加割当てを受ける場合のみ記載）、その他取組（カーボンニュートラル実現に向
けた戦略等が記載された各社の公表文書（中期経営計画等））を盛り込むことが想定されていましたが 8、事
業分野等命令案の別記様式はこれをより具体化し、以下の事項を記載することを求めています。 
 

移行計画書の様式 
大項目 中項目 小項目 

1. CO2排出量に関する事項  

(1) 前年度の CO2排出量 
- 直接排出量（t-CO2） 
- 間接排出量（t-CO2） 
- 合計量（t-CO2） 

(2) CO2排出量の目標 

- 5 年度分の直接排出量（t-CO2） 
- 5 年度分の間接排出量（t-CO2） 
- 5 年度分の合計量（t-CO2） 
- 5 年度先の削減率（%） 

2. 脱炭素成長型経済構造への円
滑な移行に資する投資その他
の事業活動に関する計画 

(1) 脱炭素成長型経済構造への円
滑な移行に資する投資その他
の事業活動に関する計画の内
容及び期待効果 

- 内容 
- 該当する工場等 
- 着手時期・完了時期 
- 排出削減効果（t-CO2／年） 
- 新規追加か否か 

(2) 脱炭素成長型経済構造への円
滑な移行に資する研究開発の
内容 

- 出願番号・GX 技術区分又は GI 基金の
プロジェクト名 

- 内容 
- 研究開発費用（円） 

(3) その他脱炭素成長型経済構造
への円滑な移行に資する取組
に関する事項 

― 

(4) 前年度の計画との比較 

- 変更又は削除した計画の内容 
- 該当する工場等 
- 変更又は削除 
- 変更又は削除した理由等 

移行計画は提出後にインターネットで公表されるため 9、制度対象者としては、既存の対外開示（GX リー
グ等で示している組織境界・排出実績・2030年目標等）との間における、算定境界（対象範囲）や指標（t-
CO₂／t-CO₂e 等）の差異を早期に棚卸しし、説明の一貫性が保てる形で移行計画上の目標設定・記載方針を
整理しておくことが望ましいといえます。 

2026年 2月 26 日  
 

8 中間整理 108頁 
9 なお、移行計画書に記載の事項には、企業の投資戦略など事業遂行上機微な情報も含まれ得るため、情報開示への配慮が要請される
ところですが、中間整理に従えば、上記表 2.(1)の設備投資計画・実績に関しては、公表対象から除外することが予定されています
（中間整理 108頁）。また、上記表中の 1.(2)の CO2の排出量の目標値についても、2030年度の値のみを公表することが想定されてい
ます（同頁）。 
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別具体的事案に係る問題については、必ず弁護士にご相談ください。 

 

ニュースレターの配信登録を希望される場合には、<https://www.nagashima.com/newsletters/>より「Legal 
Lounge」に会員登録ください。 
ニュースレターに関するお問い合わせ等につきましては、<newsletter@nagashima.com>までご連絡ください。 

 

【関連セミナーのご案内】 

＜オンデマンド配信＞ 
インフラ・エネルギー・環境 法務フロントライン： 

「排出量取引制度の本格導入とカーボンクレジットの活用戦略」 
 

■配信期間： 2026 年 2 月 27 日（金）16:00 まで 

■セミナー概要： 

今年 5 月に成立した GX 推進法の改正法により、一定量規模（年間 10 万トン）以上の CO2を直接排出す
る事業者については排出量取引制度への参加が義務化され（2026 年度から適用開始）、事業上大きな影
響が生じることが想定されます。制度に対する理解を深めることはもちろんですが、対象事業者にとって
は、割当量を超過する排出量に関して、単に排出枠を購入するだけでなく、カーボンクレジットを積極的
に活用していく戦略もますます重要となります。本セミナーでは、排出量取引制度とカーボンクレジット
の最新実務について概説いたします。（所要時間：約 60 分） 

なお、本ウェビナーは 2025 年 12 月 11 日開催のライブ配信を収録したものです。 

■担当：渡邉 啓久・倉知 紗也菜（長島・大野・常松法律事務所 弁護士） 

■視聴方法：こちらより視聴にお進みください（無料）。 

※本セミナー動画は「Legal Lounge」会員限定コンテンツになります。 
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